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国庫補助金等により独立行政法人、基金法人及び都道府県に設置造成された
基金の状況（要請）

1

検査の
要請の
内容等

検査の
結果

所見

1．・令和5年度末時点で基金保有額がある基金は、

  ①基金法人等（注1）に設置造成されている基金：191基金（基金保有額計18兆7969億円、国庫補助金等相当額計18兆5388億円）

  ②都道府県に設置造成されている基金：63基金（869県基金 (注2) ）（同計1兆6188億円、同計1兆1119億円）

  ・基金の積増しを行う額の算定において、4基金は過年度の執行状況、基金保有額、基金設置団体が調査するなどした所要額等を

  十分に考慮せず

2．・基金法人等に設置造成されている161基金（注3）のうち36基金（割合22.4％）は、5年度のかい離率（事業見込額に対する事業見込額

  と実際の事業費との差額の割合）が75％以上となっていて、実際の事業費が事業見込額に比べて大幅に低くなっていた

  ・業務の一部について基金法人等から一括して委託を受けた民間企業等（事務局）が再委託を行う場合に、

  あらかじめ各府省庁の承認を得る必要があることを交付要綱等に規定していないものが7基金

3．・都道府県に設置造成されている63基金のうち、全国単位の成果目標の中に定量的な成果目標が含まれていないものが10基金、

  終了予定時期が未設定のものが22基金

  ・基金の将来的な使用見込額を考慮した国庫返納の必要性の検討を行う余地があったのに検討を行っていなかったなどのものが4基金 など

✓ 基金の積増しを行う額の算定に当たり、過年度の執行状況、基金保有額等を十分に考慮すること（検査の結果１）

✓ かい離率が大きくなっているなどしている基金は、その原因を究明して、事業の規模や実施方法等を検討して必要に応じて

基金の規模を見直すこと（検査の結果２）

✓ 各府省庁が定める交付要綱等において、基金法人等から委託を受けた事務局が事務局業務の再委託を行う場合等に、あらかじめ

各府省庁の承認を得る必要がある旨等の規定を定めることなどにより、事務局業務が適切に実施されるようにすること（検査の結果２）

✓ 適切かつ定量的な全国単位の成果目標及び具体的な終了予定時期を設定するなどして、適時に的確な点検を実施できるようにすること

（検査の結果３）

✓ 国庫返納の必要性の検討に当たっては将来の具体的な使用見込みの有無を踏まえることなどにより、使用見込みのない資金について

速やかに国庫返納を行わせること（検査の結果３） など

14府省庁等

本資料は表現を一部簡略化等しているため、詳細は令和7年12月24日の報告書を参照

✓ 要請（令和6年6月10日）された事項は、国庫補助金等により独立行政法人、基金法人及び都道府県に設置造成された基金のうち

令和5年度末に基金保有額があるものに関する次の各事項

       ① 基金の設置造成等の状況 ② 基金事業の実施や基金の管理費の状況

 ③ 基金に対する点検等の取組状況

・・

（注1）基金法人、独立行政法人、特殊法人、認可法人、法人格のない組合等
（注2）同一の基金が複数の都道府県に設置造成されている場合で、都道府県ごとに区別して数える際、「県基金」の単位を使用

（注3）事業見込額の算出が困難であることなどからかい離率が算定されていない計30基金を除く
・・
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検査の結果１ 基金の設置造成等の状況（報告書pp.14~35）

国庫補助金等により独立行政法人、基金法人及び都道府県に設置造成された
基金の状況（要請）

本資料は表現を一部簡略化等しているため、詳細は令和7年12月24日の報告書を参照 2

検査の背景 基金の概要（報告書pp.1～11）

• 国は、独立行政法人、公益社団法人、公益財団法人、地方公共団体等が、基金の設置又は積増し

（設置造成）を行い、単年度では完結しない特定の目的を持つ事務又は事業（基金事業）を

実施する場合に、設置造成に必要な資金を対象として国庫補助金等を交付。基金を設置造成した

独立行政法人等（基金設置団体）は、国の交付要綱等に基づき基金事業を実施（右図参照）

• 政府は、国会における議論等を踏まえ、基金法人（注1）が基金により実施している事業に関し、

各府省庁が国庫補助金等の交付要綱等に基づく指導監督を行う場合の基金基準（注2）を規定する

など、累次にわたり、基金に係る基準の整備、見直しなどを実施

基金の積増しを行う額の算定に当たり、過年度の執行状況、基金保有額、基金設置団体が調査するなどした所要額等を十分に考慮すること 所見

令和5年度末時点で基金保有額がある基金（基金保有額のうち国庫補助金等相当額のあるものに限る）は、

（注4）基金法人、独立行政法人、特殊法人、
  認可法人、法人格のない組合等

（注5）同一の基金が複数の都道府県に設置造成
  されている場合で、 都道府県ごとに区別
  して数える際、報告書では「県基金」の

  単位を使用

基金の積増しを行う場合には、過年度の執行状況等を十分に勘案するなどして、その額を適切に算定することが重要

4基金において、過年度の執行状況、基金保有額、基金設置団体が調査するなどした所要額等を十分に考慮せず積増しを行う額を算定

国（基金設置団体を選定）

基金設置団体（基金を設置造成）

人件費等

委託費（注3）

基金

委託先
(事務局等)
（注3）

事業主体（基金事業を実施）

国庫補助金等

事業費 （注3）基金事業の実施に関
  する業務を民間企業等
  に委託する場合

基金の積増しを行う額の算定状況

＜事例＞報告書p.31参照
安心こども基金（厚生労働省等（令和5年度

以降はこども家庭庁等））
厚生労働省は、都道府県が実施した所要額
調査の結果（21都道府県で計51億円）より、

同省が20歳未満人口の比率により算出した
配分額を優先して受け入れることを求め、
21都道府県に計301億円交付していたが、

6年度までの使用額は計54億円となっていた

（注1）基金基準の対象となる、国庫補助金等の交付を受けて設置造成した基金を保有する法人
  （独立行政法人、特殊法人、認可法人及び共済組合を除く）

管理費

しかし

（注2）「補助金等の交付により造成した基金等に関する基準」（平成18年8月閣議決定）

 14府省庁等

②都道府県に設置造成されている基金：63基金（869県基金 （注5））

（基金保有額計1兆6188億円、国庫補助金等相当額計1兆1119億円）

①基金法人等（注4）に設置造成されている基金：191基金

（基金保有額計18兆7969億円、国庫補助金等相当額計18兆5388億円）
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検査の結果２ 基金事業の実施や基金の管理費の状況（報告書pp.35～58）

・かい離率が大きくなっているなどしている基金は、その原因を究明して、事業の規模や実施方法等を検討して必要に応じて基金の規模を見直すこと

・設置造成されてから基金事業が開始されるまでに相当の期間が経過している基金は、速やかに基金事業を開始できるようにするための方策や必要に

応じて基金の規模を見直すことを検討すること

所見

基金事業の進捗状況

国庫補助金等により独立行政法人、基金法人及び都道府県に設置造成された
基金の状況（要請）

事業見込額

（Ａ）
（前年度の基金

シートに記載）

実際の事業費
（当年度の基金

シートに記載）

かい離額（Ｂ）

かい離率＝かい離額（Ｂ）÷事業見込額（Ａ）×100

＜かい離額、かい離率の概念図＞

➢ 行政事業レビュー実施要領等に基づき作成される基金シートにかい離額、かい離率等（右図参照）を

記載することとなっている161基金（注）に係る5年度のかい離率の状況等をみると･･･
・・

（注）191基金のうち、事業見込額の算出が困難であることなどからかい離率が算定されていない計30基金を除く
・・

・・

➢ 36基金（割合22.4％）はかい離率が75％以上となっていて、実際の事業費が事業

見込額に比べて大幅に低くなっていた

➢ 基金が設置造成されてから基金事業が開始されるまでに2年以上が経過していて、

その間、基金の全部又は一部が基金事業に供されていないものが3基金

・・

（基金事業間の調整等の状況については、報告書pp.42～45参照）

 14府省庁等

＜事例＞報告書p.40 経営安定関連保証等特別基金（経済産業省）

・かい離率は、令和3年度95.0％、4年度88.2％

➢ 一般に、委託契約では、受託者に対して再委託を無条件に認めると、当該受託者を選定した発注者の意図に沿わない結果となるリスク等がある

基金事業の実施に関する事務局への委託等の状況

再委託等が行われている17基金の中には、事務局が再委託を行う場合に、各府省庁が定める交付要綱等において

①あらかじめ各府省庁の承認を得る必要があることが規定されていないものが7基金（割合41.2％）

②再委託等の相手方の名称、業務内容等を記載した実施体制図を各府省庁に提出することが規定されていないものが2基金（割合11.8％）

基金法人等
第1次

受託事業者

第2次

受託事業者

第3次

受託事業者

第4次

受託事業者

委託 再委託 再委託等 再委託等

（事務局）

29基金
299億8465万円

17基金
78億5419万円

6基金
20億7159万円

1基金
1379万円

しかし

➢ 基金事業の実施に関する業務の一部を一括して民間企業等（事務局）に委託：基金法人等に設置造成されている191基金のうち29基金（割合15.2％）

➢ 受託した業務の一部を更に他の民間企業等に委託（再委託）しているものがあり、29基金における再委託等の状況をみると下図のとおり

（注）金額は令和5年度の委託費の支払額の合計

再委託等の階層が最大であった中小企業等事業

再構築促進基金（経済産業省）は報告書p.168参照

・委託費の支払額241億6767万円
・再委託等の相手方計20者

各府省庁が定める交付要綱等において、基金法人等から委託を受けた事務局が事務局業務の再委託を行う場合等に、あらかじめ各府省庁の承認を

得る必要がある旨等の規定を定めることなどにより、事務局業務が適切に実施されるようにすること

所見
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基金事業の実施や基金の管理費の状況（報告書pp.35~58）検査の結果２

  基金法人等、事務局及び再委託の相手方に対する証ひょう書類の確認に関する規定を定めることなどにより必要に応じて証ひょう書類の確認を行う

ことができるようにするとともに、当該規定に基づくなどして管理費が適切に支出されていることを適時適切に確認すること

所見

国庫補助金等により独立行政法人、基金法人及び都道府県に設置造成された
基金の状況（要請）

 14府省庁等

➢ 基金事業は、複数年度にわたり実施されるものであり、基金法人等において管理費が適切に支出されているか、

必要に応じて確認を行うことができるようにすることが重要

しかし
各府省庁が自ら又は基金法人等を通じて事務局に対して証ひょう書類の確認（注1）ができることが

委託契約書等において規定されていないものが29基金のうち2基金（割合6.9%）

各府省庁による管理費の確認状況

➢ 各府省庁による基金法人等に対する管理費に関する証ひょう書類の確認状況（元年度～5年度）をみると･･･

一度も確認していないものが131基金（注2）のうち66基金（割合50.4%）

（注2）191基金のうち、管理費の支出がなかったなどの計60基金を除く

＜事例＞報告書p.58参照 水産業競争力強化基金（農林水産省）

農林水産省は、一度も証ひょう書類の確認を行っておらず、基金法人等に

おいて人件費の算定が適切に行われていない事態を把握していなかった

  適切かつ定量的な全国単位の成果目標及び具体的な終了予定時期を設定するなどして、適時に的確な点検を実施できるようにすること所見

基金に対する点検等の取組状況（報告書pp.59~88）検査の結果３

都道府県に設置造成されている基金における成果目標等の設定状況

➢ 都道府県に設置造成されている63基金について、各府省庁が定める成果目標（全国単位の成果目標）、終了予定時期等の状況をみたところ･･･

全国単位の成果目標の中に定量的な成果目標が含まれていないものが10基金、終了予定時期が未設定のものが22基金（令和5年度末時点）

（注1）支出の裏付けを確認できるように、基金事業に要した経費の証ひょう書類を徴するなどして行う確認
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基金に対する点検等の取組状況（報告書pp.59~88）検査の結果３

 過去の執行実績、事業完了までの年限、具体的な需要等を基に、事業完了までの必要見込額について算出の精度を高めて保有割合を算定すること所見

➢ 71基金（注）について、保有割合の算定に当たり用いている5年度末時点の事業完了までの

必要見込額（①）が、元～5年度の平均支出額（②）の何倍かを機械的に算出したところ･･･

基金法人等に設置造成されている基金に関する保有割合の算定状況

①が②の10倍を上回っている基金が25基金（右図参照）

（71基金の35.2％、基金保有額計8兆2168億円、国庫補助金相当額計8兆2132億円）

国庫返納の必要性の検討状況

➢ 基金基準等によれば、使用見込みの低い基金等は国庫返納等を検討することなどとされている

①基金事業を終了する時期が到来する前に国庫返納を行うための根拠規定（返納根拠規定）が整備されていないものが20基金

②基金の将来的な使用見込額を考慮した国庫返納の必要性の検討を行う余地があったのに検討を行っていなかったなどの状況が4基金

   返納根拠規定を整備すること、将来の具体的な使用見込みの有無を踏まえることなどにより、使用見込みのない資金について速やかに国庫返納を

行わせること

所見

国庫補助金等により独立行政法人、基金法人及び都道府県に設置造成された
基金の状況（要請）

しかし

＜事例＞報告書p.87参照

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金等による基金（内閣府本府（総務省に移替え））

年度末時点で基金事業の対象が確定することから、当該時点で将来的な使用見込額を算出することが可能であり、国庫返納の必要性に

ついての検討を行うことが可能であると認められたが、総務省は、都道府県等に対して検討を行うことを求めていなかった

（都道府県に設置造成されている基金に関する基金規模の検討状況については、報告書pp.76～84参照）

 14府省庁等
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（注）基金事業に要する費用に対する保有金額等の割合（保有割合）を算定する取崩し型の152基金のうち、
事業が既に終了していて保有割合が算定されていないなどの81基金を除く

＜①と②の比率＞
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